
【様式第1号】

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 1,810,855,997   固定負債 -

    有形固定資産 1,509,030     地方債等 -

      事業用資産 -     長期未払金 -

        土地 -     退職手当引当金 -

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 -

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 -

        建物 -     １年内償還予定地方債等 -

        建物減価償却累計額 -     未払金 -

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 -     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 -

        船舶 -     預り金 -

        船舶減価償却累計額 -     その他 -

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 -

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 1,936,793,404

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） 1,046,719,891

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      インフラ資産 -

        土地 -

        土地減損損失累計額 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        建物減損損失累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 2,012,040

      物品減価償却累計額 -503,010

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 1,809,346,967

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 1,809,346,967

        減債基金 -

        その他 1,809,346,967

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 1,172,657,298

    現金預金 1,040,328,048

    未収金 6,391,843

    短期貸付金 -

    基金 125,937,407

      財政調整基金 125,937,407

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 2,983,513,295

資産合計 2,983,513,295 負債及び純資産合計 2,983,513,295

<重要な会計方針>

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としています。

　※開始時における有形固定資産はありません。

　また開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしています。

②有価証券等の評価基準及び評価方法

　現在、有価証券等の保有はありません。

③有形固定資産等の減価償却の方法

　・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　定額法を採用しています。

　・無形固定資産

　定額法を採用しています。

④その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税込方式によっています。 

<追加情報>

①対象範囲（対象とする会計）　

　一般会計及び後期高齢者医療特別会計を対象にしています。

②一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異　

　一般会計を普通会計として扱っています。

③出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている旨

　財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の

　計数をもって会計年度末の計数としています。

　（地方自治法 235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」）

④既存の決算情報との関連性

　決算情報の補完資料として作成しています。

貸借対照表
（平成30年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

  経常費用 101,286,883,422

    業務費用 608,589,751

      人件費 6,417,505

        職員給与費 5,394,573

        賞与等引当金繰入額 -

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 1,022,932

      物件費等 599,549,568

        物件費 599,046,558

        維持補修費 -

        減価償却費 503,010

        その他 -

      その他の業務費用 2,622,678

        支払利息 -

        徴収不能引当金繰入額 -

        その他 2,622,678

    移転費用 100,678,293,671

      補助金等 275,551,162

      社会保障給付 98,318,403,869

      その他 2,084,338,640

  経常収益 57,167,676,224

    使用料及び手数料 -

    その他 57,167,676,224

純経常行政コスト 44,119,207,198

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    その他 -

純行政コスト 44,119,207,198



【様式第3号】

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 4,446,673,812 1,905,447,630 2,541,226,182 -

  純行政コスト（△） -44,119,207,198 -44,119,207,198 -

  財源 42,656,046,681 42,656,046,681 -

    税収等 - - -

    国県等補助金 42,656,046,681 42,656,046,681 -

  本年度差額 -1,463,160,517 -1,463,160,517 -

  固定資産等の変動（内部変動） 31,345,774 -31,345,774

    有形固定資産等の増加 - -

    有形固定資産等の減少 -503,010 503,010

    貸付金・基金等の増加 38,673,784 -38,673,784

    貸付金・基金等の減少 -6,825,000 6,825,000

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -1,463,160,517 31,345,774 -1,494,506,291 -

本年度末純資産残高 2,983,513,295 1,936,793,404 1,046,719,891 -

①純資産における固定資産形成分及び余剰分（不足分）の内容

　・固定資産形成分について

　　一般会計の有形固定資産計上額及び財政調整基金積立金と特別会計の後期高齢者医療給付基金積立金で構成されています。

　・余剰分（不足分）について

　　一般会計及び後期高齢者医療特別会計単年の歳入歳出差引額（単年度の余剰額）で構成されており、特別会計では雑入の未収金を含んでいます。

純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日



【様式第4号】

（単位：円）

①資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としています。

　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでいます。

②資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

　一般会計における差額については、投資活動収入（財産運用収入）です。

　後期高齢者医療特別会計における差額については、投資活動収入（財産運用収入）及び未収金関係収支です。

　

資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 101,283,757,734

    業務費用支出 605,464,063

      人件費支出 6,417,505

      物件費等支出 599,046,558

      支払利息支出 -

      その他の支出 -

    移転費用支出 100,678,293,671

      補助金等支出 275,551,162

      社会保障給付支出 98,318,403,869

      その他の支出 2,084,338,640

  業務収入 99,822,949,224

    税収等収入 -

    国県等補助金収入 42,656,046,681

    使用料及び手数料収入 -

    その他の収入 57,166,902,543

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 -1,460,808,510

【投資活動収支】

  投資活動支出 38,673,784

    公共施設等整備費支出 -

    基金積立金支出 38,673,784

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 6,975,784

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 6,825,000

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 150,784

投資活動収支 -31,698,000

【財務活動収支】

  財務活動支出 -

    地方債等償還支出 -

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債等発行収入 -

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 -

本年度末現金預金残高 1,040,328,048

財務活動収支 -

本年度資金収支額 -1,492,506,510

前年度末資金残高 2,532,834,558

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,040,328,048



2018/11/21

自治体名：山梨県後期高齢者医療広域連合 年度：平成29年度
会計：全体会計

（単位：円）

区分
前年度末残高


(A)
本年度増加額


(B)
本年度減少額


(C)

本年度末残高

(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末

減価償却累計額


(E)

本年度減価償却額

(F)

差引本年度末残高

(D)-(E)

(G)

事業用資産 - - - - - - -
　土地 - - - - - - -
　立木竹 - - - - - - -
　建物 - - - - - - -
　建物付属設備 - - - - - - -
　工作物 - - - - - - -
　船舶 - - - - - - -
　浮標等 - - - - - - -
　航空機 - - - - - - -
　その他の有形固定資産 - - - - - - -
　建設仮勘定 - - - - - - -
インフラ資産 - - - - - - -
　橋梁（公共土地） - - - - - - -
　道路（公共土地） - - - - - - -
　河川（公共土地） - - - - - - -
　ダム（公共土地） - - - - - - -
　山林（公共土地） - - - - - - -
　漁港・港湾（公共土地） - - - - - - -
　公園（公共土地） - - - - - - -
　下水道（公共土地） - - - - - - -
　防火水槽（公共土地） - - - - - - -
　下水処理（公共土地） - - - - - - -
　トンネル（公共土地） - - - - - - -
　農道（公共土地） - - - - - - -
　林道（公共土地） - - - - - - -
　その他（公共土地） - - - - - - -
　橋梁（公共建物） - - - - - - -
　道路（公共建物） - - - - - - -
　河川（公共建物） - - - - - - -
　ダム（公共建物） - - - - - - -
　山林（公共建物） - - - - - - -
　漁港・港湾（公共建物） - - - - - - -
　公園（公共建物） - - - - - - -
　下水道（公共建物） - - - - - - -
　防火水槽（公共建物） - - - - - - -
　下水処理（公共建物） - - - - - - -
　トンネル（公共建物） - - - - - - -
　農道（公共建物） - - - - - - -
　林道（公共建物） - - - - - - -
　その他（公共建物） - - - - - - -
　橋梁（公共工作物） - - - - - - -
　道路（公共工作物） - - - - - - -
　河川（公共工作物） - - - - - - -
　ダム（公共工作物） - - - - - - -
　山林（公共工作物） - - - - - - -

有形固定資産の明細
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2018/11/21

自治体名：山梨県後期高齢者医療広域連合 年度：平成29年度
会計：全体会計

（単位：円）

区分
前年度末残高


(A)
本年度増加額


(B)
本年度減少額


(C)

本年度末残高

(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末

減価償却累計額


(E)

本年度減価償却額

(F)

差引本年度末残高

(D)-(E)

(G)

有形固定資産の明細

　漁港・港湾（公共工作物） - - - - - - -
　公園（公共工作物） - - - - - - -
　下水道（公共工作物） - - - - - - -
　防火水槽（公共工作物） - - - - - - -
　下水処理（公共工作物） - - - - - - -
　トンネル（公共工作物） - - - - - - -
　農道（公共工作物） - - - - - - -
　林道（公共工作物） - - - - - - -
　その他（公共工作物） - - - - - - -
　その他の公共用財産 - - - - - - -
　公共用財産建設仮勘定 - - - - - - -
物品 2,012,040 - - 2,012,040 503,010 503,010 1,509,030
　機械器具 - - - - - - -
　物品 2,012,040 - - 2,012,040 503,010 503,010 1,509,030
　美術品 - - - - - - -
合計 2,012,040 - - 2,012,040 503,010 503,010 1,509,030
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